
44 東芝レビューVol.72 No.4（2017）

SPECIAL REPORTS ❷
トレンド

梶原　俊之
■KAJIHARA Toshiyuki

我が国で進められている一連の電力システム改革の第3段階として，発電・小売と送配電の部門を法的に分ける発送電分離が
2020年4月に予定されている。これにより，電力会社（旧一般電気事業者）は発電・小売会社と送配電会社に分社化される。
発電・小売会社は自社の顧客のため，発電所の運用や供給力の確保を行い，利益の最大化を目指す。一方，送配電会社は電力
輸送を担う送配電設備の運用の高度化や保守の効率化を行う。また，環境保全の観点から，再生可能エネルギーの導入拡大が
同時に求められる。
東芝は，需給・系統運用を行う電力監視制御システムの豊富な納入実績を通して得た運用技術（OT：Operation Tech-

nology）や，最新のIoT（Internet of Things）技術を組み合わせ，需給管理や電力監視制御システムの開発，アセットマネ
ジメントシステムの導入，及び蓄電システムの活用を進め，これらの課題を解決していく。

As the final step in the ongoing reform of the electricity system in Japan, electric power utilities will be required to legally unbundle their trans-
mission and distribution sectors from their generation and retail sectors in April 2020. After the unbundling of these sectors, power generation and 
retail companies will aim to maximize their profit by securing electricity supplies to their customers, while transmission and distribution companies 
will pursue more efficient and sophisticated operation and maintenance of their grid facilities. At the same time, there is a strong need to expand the 
introduction of renewable energy from the standpoint of environmental conservation.

With the approach of this new era, Toshiba is offering innovative grid solutions for electricity supply and demand management systems, power 
supervisory control systems, asset management systems, and electric energy storage systems, utilizing technologies nurtured through its long accu-
mulation of experience in the transmission and distribution systems together with the latest Internet of Things (IoT) technologies.

電力システム改革の概要

■ 三つの目的と3段階の改革プログラム
電力システム改革は，東日本大震災

時の電力需給の逼迫（ひっぱく）を契機
に，以下の三つを目的として，2013年に
全体像が示された。
⑴　電力の安定供給を確保する。
⑵　電気料金を最大限抑制する。
⑶　需要家の選択肢や事業者の事
業機会を拡大する。

改革プログラムは，次の3段階の予定
で急ピッチに進められている。
⑴　第1段階（2015年4月実施済み）
電力広域的運営推進機関の設立など
⑵　第2段階（2016年4月実施済み）
小売全面自由化など

⑶　第3段階（2020年4月実施予定）
送配電部門の法的分離など

現時点では第2段階まで実施されて
おり，電力を広域融通する地域間連系
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線の利用ルールの整備や，小売会社の
スイッチング（契約切り替え）の増加な
どの効果が現れている。

■発送電分離による枠組みの変更

従来は，電力会社が発電・送配電・
小売を一括で行う垂直統合体制により，
電力の安定供給を担ってきた。
第3段階の発送電分離では，電力会

社の送配電部門は分社化されて中立的
な立場となる。新電力（旧特定規模電
気事業者）を含めた発電・小売事業者
は平等に送配電網を利用できるようにな
り，公正な競争環境下で，様 な々事業者
の参入が可能となる（図1）。
垂直統合体制の枠組みは水平分業
体制に変更され，各事業者がそれぞれ
の責任を果たしながら協調し，電力の

出典：経済産業省 総合資源エネルギー調査会 総合部会「電力システム改革専門委員会報告書」⑴（p.32）

図1．発送電分離̶電力システム改革の第3段階として送配電部門の法的分離が実施されると，送配
電事業者は発電・小売事業から切り離され，中立の立場になる。
Unbundling of transmission and distribution sector from electric power utility
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安定供給を実現する。2020年の実施に
向けて，そのためのルール策定やシステ
ムの整備が進められている。

■エネルギー政策の基本的視点（3E+S）

2014年4月に閣議決定された我が国の
エネルギー基本計画では，安全性（Safe-
ty）を大前提に，エネルギーの安定供給
（Energy Security），経済効率性の向上
（Economic Efficiency），及び環境への

適合（Environment）を同時に達成す
る，“3E+S”がうたわれている。競争環
境において経済性を追求しつつ，再生
可能エネルギーの導入拡大が望まれて
いる。

電力システム改革に対する課題

■需給管理の枠組みの変更
従来，電力会社が時々刻々変動する

需要に対して発電所への指令を行い，

需給バランスを維持してきた。発送電
分離後は，発電・小売会社と送配電会
社に分かれるため，需給管理の方法が
変わる。発電・小売会社は自社顧客向
けの需給管理，送配電会社は管轄する
エリア全体の需給管理を行うために，
両者の協調による運用が求められる
（囲み記事参照）。

発送電分離後の需給管理

発電所で発電した電力は，送配電網（送

電線，変電所，配電線）を経て需要家に供

給される。大規模発電所や変電所などは，

電力会社の制御システムから電力通信網を

用いて監視・制御される。時々刻々変動す

る需要に対し，発電所の出力を調整して需

給バランスを維持したり，変電所の遮断器

などの変電設備を制御して電力を効率的に

輸送したりする（図A）。発送電分離後は

発電・小売会社と送配電会社に分かれるた

め，需給管理の方法が変わる。

発電会社は自社の顧客のために燃料の

確保と確実な発電を行い，小売会社は自社

の顧客のために必要な供給力を確保する。

発電・小売会社は30分同時同量が求めら

れ，実需給（実際の発電と消費）の1時間

前までに自社が所有する発電所の計画発

電量や顧客の計画需要量を電力広域的運

営推進機関（広域機関）に提出し，発電所

の運用を行うとともに，日本卸電力取引所

（JEPX）で市場取引などを行い，自社の利

益の最大化を図る。

送配電会社は，地域独占の規制分野の

事業者として，電力の品質を維持する。周

波数制御や需給バランス調整に必要な調

整力を，発電所などを所有する発電・小売

会社などからあらかじめ公募調達し，実需

給にて発電所に需給運用の指令を行う。ま

た，将来，需給調整市場が整備された場合

は，市場取引により調整力を調達する。ま

た，需給逼迫時に広域機関と連携し，広域

で需給調整を行う。

上記のとおり，発電・小売会社は自社の

需給管理，送配電会社は管轄するエリア全

体の需給管理を異なるシステムで対応する

ため，協調した需給管理が求められる。ま

た，各システムはJEPXや広域機関などと

セキュリティーを考慮した連携を行う仕組

みを構築する必要がある。
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図A．電力系統の構成と電力監視制御システムによる運用̶時々刻々変動する需要に応じて発電所の出力を調整し，電力を需要家に安定的に供給する必要
がある。
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■送配電部門の経営の更なる効率化

我が国では，1960年代以降の電力需
要の増加に合わせて送配電網が増強さ
れ，多数の送配電設備が設置された。
発送電分離後は，送配電会社がこれ

らの設備を発電・小売会社から得る託
送料金（送配電網の利用料金）で維持・
管理していく。しかし，託送料金低減
の要求は一層高くなり，信頼性を維持し
ながら保全費用を削減することが求め
られる。また，2030年頃には，送配電
設備が一斉に更新時期を迎えるが，電
力需要の伸びが停滞する中でその費用
を確保するために，設備の取り替えや拡
充の必要性を定量的に説明することが
必要となる。
また，送配電設備を遠方から監視・

制御し運転を行う電力監視制御システム
についても，運用・保守コストの低減を
行いながら，系統運用の高度化・効率
化により信頼性を確保することが求めら
れている。従来，電力監視制御システム
は，基幹系統や配電系統などの電圧階
級別，地域別に設置して運用されてきた。
これらのシステムの集中化はコスト低減
に寄与するが，対応するソフトウェアの開
発やデータの一元管理が必要となる。

■調整力の確保と再生可能エネル
ギーの導入拡大

2015年に締結されたCOP21（国連気
候変動枠組条約第21回締約国会議）で
採択された「パリ協定」では，地球温暖
化防止のため，二酸化炭素（CO2）排出
量削減が義務付けられており，化石エネ
ルギーを使用する火力発電から，再生可
能エネルギーによる太陽光発電や風力
発電などへ，移行が進んでいく。
しかし，送配電網において，再生可能
エネルギー電源の導入拡大による出力
変動や余剰電力への対策が限界に近
づいており，調整力の確保に対するニー
ズが非常に高い。これらのソリューショ
ンとして高性能な蓄電システムの活用が
望まれている。

■新たな事業価値の創出

需要家に分散配置した蓄電池を，仮
想発電所（VPP：Virtual Power Plant）
やデマンドレスポンス（DR）向けの電源
として活用することが期待されている。
また，系統運用情報をデータウェアハ
ウス（DWH）に保存し，設備管理情報
や事業の計数情報などと組み合わせて
活用することによる，新たな事業価値の
創出も検討されている。

東芝の取り組み

東芝はこれまで，電力の安定供給を
担う系統ソリューション製品を提供して
きたが，電力システム改革で各事業者
が直面する課題に対しても，豊富な納
入実績を通して得たOTや，IoTなどの
新技術を生かして対応していく。

■発送電分離に対応した電力需給管理
システム

発送電分離に向け，発電・小売会社
は需給管理を行う仕組みを構築する必
要がある。自社発電所の最経済運用や，
電力取引の利益最大化を図る需給計画
や需要予測，発電と需要の計画値と実
績値を管理する計画値同時同量監視や
外部システム連係機能が求められる。
当社はトップシェア（注1）の中央給電指
令所（中給）システム（図2）の開発で蓄
積した豊富なソフトウェア資産と，新電
力向けの電力需給管理システムや電力
取引支援システムPower TraderTMなど
のパッケージソフトウェアを活用し，短
期間での開発を可能にした（この特集
のp.48－51参照）。

■運用・保守のスマート化を実現する
電力監視制御システム

基幹系から配電系まで一貫した運用
を可能とする電力監視制御システムを開
発し，運用・保守のスマート化を実現す

る。また，国際標準規格に準拠した電
力ネットワークモデルのCIM（Common 
Information Model ）を適用することで，
技術継承や設計の効率を向上できる。
更に，広範囲にネットワーク化するた
めセキュリティー管理が重要であるが，
国内外のガイドラインを参考に設計段
階からセキュリティーリスクアセスメント
を行い，世界最高水準を目指した対策
を実装する（同p.52－55参照）。

■経営効率化を支援する
アセットマネジメントシステム

送配電設備の保守効率化を，アセッ
トマネジメントシステムで実現する。こ
のためには，設備の状態や履歴に関す
る情報を適切に蓄積し，評価・分析す
る仕組みが必要であり，東芝IoTアーキ
テクチャーSPINEXTMを活用して開発
する（図3）。また，設備管理だけでな
く，系統・機器運用や現場作業の領域
まで広げ，経営判断に活用できるシステ
ムを目指す（同p.56－60参照）。

■高性能で実績豊富な蓄電ソリュー
ション

当社は，電力の調整力の確保と再生
可能エネルギーの導入拡大を蓄電シス
テムにより貢献する。安全，長寿命，高

その他

＊当社調べ
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図2．国内市場における既設機器納入シェア
̶中給システムの納入実績が豊富である。
Toshiba's share of various types of installed 
equipment in transmission and distribution 
business

（注1） 2017年8月現在，国内の中給システムにおいて，当社調べ。
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出力などの優れた性能を持つ，東芝グ
ループのリチウムイオン二次電池SCiBTM

を用いた定置型蓄電池システムは，リチ
ウムイオン二次電池を採用した系統用
大型蓄電池システムでは国内No.1（注2）の
シェアを有しており，多くのサイトで安定に
稼働している。また，CO2フリーの自立型
水素エネルギー供給システムH2OneTM

は，水素社会の実現に向けた製品とし
て，既に多くのサイトに納入されている
（同p.61－64参照）。

今後の展望

当社は，電力系統の需給・系統運用
を行う電力監視制御システムの豊富な
納入実績を通して， OTを獲得してき
た。また，国内外の実証事業への参画
を通じ，スマートグリッドを構成する要
素技術と知見を蓄積してきた。
当社は，長年のものづくり事業で培っ

たOTと，最新のIoT技術を融合し，様々
な事業ノウハウを持つ顧客との“共創”
により，電力システム改革で発生する
様 な々課題の解決に取り組んでいく。
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図3．送配電向けアセットマネジメントシステムへのSPINEXTMの活用̶ SPINEXTMを活用したア
セットマネジメントシステムの範囲を，設備管理だけでなく，系統・機器運用や保守・点検の現場作業の
領域にまで広げ，経営判断を支援する。
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（注2） 2017年8月現在，リチウムイオン二次電池を採用した国内の系統用大型蓄電池システムにおいて，
当社調べ。
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